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内閣総理大臣は、情報集約・分析、結果の取りまとめを行うため必要があると

認めるときは、関係地方公共団体の長等に対し、資料提供、意見表明、消費者

事故等の原因究明のための調査、分析・検査等必要な協力を求めることができ

る。

○ 消費者安全法第１４条第２項

内閣総理大臣は、消費者事故等の発生又は消費者事故等による被害の拡大防止

を図るために必要があると認めるときは、関係都道府県知事又は関係市町村長

都道府県知事に対する資料の提供要求等


